
年度 環境経営レポート
（対象期間： 年6月1日～ 年5月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

環境配慮工事事例（奈半利川河川災害復旧工事）
※河川汚濁の抑制および水生生物（鮎等）への配慮

令和4年度　高知県安芸土木事務所長表彰　二工事賞　受賞工事

2023年8月31日

2022 2023

有限会社西山建設

2022

作成日：

　

初回登録審査の場合も期初から

とするのがよい

（年度終了後に年間のレポートと
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＜環境経営理念＞

＜環境保全への行動指針＞

１ ． 環境関連法規制や当社が約束したことを遵守します。

２ ． 創意工夫による省エネルギー等により二酸化炭素排出量の削減に努めます。

３ ． 廃棄物の発生抑制につとめ、建設副産物のリサイクル率の向上に努めます。

４ ． 適正な利用により水使用量の削減に努めます。

５ ． 塗料や接着剤など適正管理に努めます。

６ ． 環境に配慮した工事に努めます。

７ ． その他に代表者が経営上取り組みたい活動を記載する。

８ ． 地域や関係団体の環境活動に積極的に参加します。

環境経営方針

代表取締役 西山　智佐子

改定日： 2022年5月30日

　有限会社西山建設は、本業である土木工事業を通じて全社員が積極的に
環境負荷の削減に取組み、地球温暖化の防止及び、中芸地区の地域環境の
保全に貢献します。
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□組織の概要 更新日：
（１） 名称及び代表者名

有限会社西山建設

代表取締役　西山　智佐子

（２） 所在地

本　　　社 　　　　　　　　　　〒781-6410　高知県安芸郡田野町3522番１
工場・作業所　倉庫　資機材置場

（３） 環境管理責任者氏名及び担当者連絡先
責任者　 代表取締役 西山智佐子 TEL：0887－38－2124
担当者 取締役 冨崎　圧雄　　 TEL：0887－38－2124

(4) 事業内容 建設業(主に河川。砂防・道路工事等の公共事業
産業廃棄物収集運搬業(自社施工分のみを対象）

（５） 事業の規模
売上高 百万円(2021年6月～2022年5月)

従業員　　　　　 名 名 名 名 名

延べ床面積　　　 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

（６） 事業年度 6　月　1　日　～　5　月　31　日

□認証・登録の対象組織・活動

登録組織名： 有限会社西山建設

対象事業所： 　　本　　社

工場・作業所　倉庫　資機材置場

活動： 建設業(土木工事業、とび・土工工事業、石工事業、舗装工事業、解体工事業)

□事業、施工例の紹介

サイト

0 19

39.14 543.11

土木工事業、とび・土工工事業、石工事業
舗装工事業、解体工事業

551.8 646.23 1780.28

工場・作業所 倉庫

2022年6月1日

R2.9.29～
R7.9.28

(般-2）
第6443号

0

廃プラスチック(石綿含有産廃を含む)、紙くず，木くず、繊維くず
ゴムくず、金属くず、ガラスくず、コンクリートおよび陶磁器くず
(石綿含有産廃を含む)、がれき類

本　　　社 資機材置場 合計
19 0

R6.6.18

191

許可期間 許可番号 許可対象

建設業許可

産廃の収集運搬
 R1,6.19 ～

第3900147998号

施工例の紹介

主な事業の紹介

中芸地区（田野町、安田町、奈半利町、北川村、馬路村）で主に高知県と田野町発注の公共工事（土木）を行ってい

ます。エコアクション21をはじめ、南海トラフ地震対策（BCP)の取組、ワークライフバランスの推進を行い、サスティナブ
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□環境経営組織図及び役割・責任・権限表

代表者

環境管理 責任者

環境事務局

EA21委員会

西山智佐子

西山智佐子

冨崎圧雄

鎌田ゆり

統括責任

必要な経営資源を準備

環境経営方針の策定・見直し

全体の評価と見直し、指示

環境に関する実行責任者

環境経営計画の審議

環境管理責任者の補佐、環境委員会の事務局

各種帳票の作成・データの取りまとめ

環境経営目標・計画書案の作成

環境関連法規等取りまとめ表の作成及び最新版管理

環境関連の外部コミュニケーションの窓口

環境経営レポートの作成、公開

環境経営方針の周知、従業員に対する教育訓練の実

施

環境経営目標達成に向けた取組実施

環境関連法規等遵守の取組

全従業員

環境方針の理解と環境への取組の重要性を自覚

総務部 土木部

鎌田慎二

倉庫

小川蓮
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□主な環境負荷の実績

単位
kg-CO2

トン
トン
㎥

※二酸化炭素排出係数 kg-CO2/kWh 電力会社の調整後の係数　
※負荷の実績は工事現場を含む

※二酸化炭素総排出量には灯油使用分を含む（2021年：1,992ｋｇ-CO2、2022年：4,684㎏-CO2 ）

□環境経営目標及びその実績

✕

✕
〇

✕

✕

〇

✕

□環境経営計画の取組結果とその評価

数値目標：○達成　×未達成
活動：◎よくできた　○まあまあできた　△あまりできなかった　×全くできなかった

電力による二酸化炭素削減

取組紹介欄

電子保存を推進し業務効率アップ！

2021年

2022年

○
・電気ストーブ等をパネルヒーター（低電力）に変更

102

取組結果とその評価

○

536 531
基準年度比 98% 129.6% 96% 95%

下段： 12月末まで
　　　　　　　　  　　　　　　　年　度
　　項　目

0.7

産業廃棄物の削減

　一般廃棄物排出量 205 166 158
617,083

0.574

　産業廃棄物排出量 871,772
総排水量

電力による二酸化炭素削
減

kg-CO2 559 547 709

2023年

28

（目標）

上段：

項　目 2020年 2021年 2022年

二酸化炭素総排出量 175,108

（基準値)

通期

2021年 2022年

42 29

232,774 75477

223,316
基準年度比 2021年 98% 30% 97%

廃棄物排出量

12月

取組結果とその評価、次年度の取組内容達成状況

数値目標 #REF! 総括（１年のまとめ）
一年間を通じて高い数値の傾向があった。基準年に比べて、太陽光の発電量が少
ない影響もある。他方、年々現場関係の事務仕事も増加したことや、法改正による対
応でも増えたこともあり、長時間の仕様が続き冷暖房等の稼働率が増加したことが主
要因。

対応策としては、個々で使う消費電力の少ないパネルヒーターを導入し、事務所全
体での総使用量を下げる工夫を行っていく。また電子帳簿保存法や、インボイス制度
に対応するため、来期を目処に経理ソフトの更新およびスキャナーを利用した帳票管
理を導入することで業務の効率化を目指す。

・電子機器は省エネ設定し、LED等の省電力機器を導入

行動目標（次項による）

・不要な照明は消す

11月10月9月8月7月6月

59 85

5月4月3月2月

環境に配慮した工事の推
進

130 84

・直射日光を避け、換気及び加湿器により調節 ○

65 77 70

・事務所外回り照明をセンサー式に変更 ○

61

取り組み計画 達成状況

61
49

○

建設副産物の再資源化
率の向上

% 100%

90%
27水道水の削減 ㎥ 29 28 28

基準年度比

0.9 1.064918 0.8

223,852

一般廃棄物の削減
kg 166 154 157 154

基準年度比 93% 95% 93%

96%

149

上記二酸化炭素排出量合計kg-CO2 230,782 226,166 70,793

自動車燃料による二酸化
炭素削減

kg-CO2 230,223 225,619 70,084

110 82 73
117 116 69

90%

100%

427

2024年

（目標）

653,405

（実績） （目標）

評
価

221,545

221,014

ｔ

100%

26

110
121 181

1月
8485

95% 97% 92%

116
111

610 549 650 488

基準年度比

100%

原単位目標 #REF!

原単位 kg-CO2/千円 0.002 0.002 0.004 0.002 0.002

0

50

100

150

200

電力（kWh） 2021年 2022年
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自動車燃料による二酸化炭素削減

取組紹介欄

2021年

2022年

取組紹介欄

2021年

2022年

一般廃棄物の削減

取組紹介欄

2021年

2022年

6月 7月

数値目標 〇

達成状況

・不要な荷物は積まない

5月

・車両の安全運転を心がけ、急発進・急ブレー
キしない

○

取組結果とその評価、次年度の取組内容

4月

○

16 13
17 1813 14

11 18 15
6月 7月

9

1,721 1,769 3,792 2,685

9月 10月8月

・電子書籍の活用(書籍の廃棄を減らす) ○

達成状況

数値目標 ✕
・ミスプリントをなくす・コピー用紙の裏紙を使用 ○
・電子契約、取引先とのデータでの書類のやり ○
・ペーパーレス化推進（クラウド、各電子申請等
の活用） ○

1,069
1,266 1,997 3,301 5,209

9月 10月

11月 12月

・建設機械の省燃費運転の推進（アイドリングス
トップ等）

8月 9月 10月

717

1,039 908 1,031 961
909 870

6月 7月 8月

1,098 1,349
251 777

826 172 870 0 45

1月 2月

743 890

69
11月 12月

1,724 583 819 401
24,451 6,103

5月
357

3月
3,20721,787

1010 17 9 11

3月 4月
12 11 13

　尿素SCRシステムの導入

1415

11,282

688

4月

1,115 878
3月

19 10 15

基準年の工事が燃料使用率の高くなる河川工事やポンプによる水
替え工が多かったことから、それらの少なかった今季は大きく数値が
低くなった。ICTの導入による効果も一定あったと考えられ、来期以降
も効率が上がると予想される。

　　EV・PHVへの転換

取組結果とその評価、次年度の取組内容
ペーパーレス化等により徐々に削減が進んでいる。今後も県以外に
も市町村の公的書類の電子化の推進も更に進んでくるため対応して
いきたい。

11月 12月 5月
15

1月 2月

○

914 1,020 969
759

0 1,535 1,610

1月 2月

0

500

1,000

1,500

6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月

ガソリン（L) 2021年 2022年

0

10,000

20,000

30,000
軽油（L) 2021年 2022年

0

5

10

15

20

一般廃棄物（kg） 2021年 2022年

契約書をはじめ帳票類等に関

7



産業廃棄物の削減

取組紹介欄

2021年

2022年

建設副産物の再資源化率の向上

取組紹介欄

水道水の削減

取組紹介欄

2021年

2022年

9月 10月

1 6 131 76 57
2 3

0 0

・洗車時の使用水量は必要最小限にとどめ節水を心が
ける

○

0 0

11

取組結果とその評価、次年度の取組内容

5

数値目標 ✕

数値目標 〇
適切な分別、再資源化100%の維持

達成状況

0

0
7月

達成状況

・散水する場合の雨水や中水の利用 ○
・節水札を掛けるなど、従業員への周知徹底 ○

6月
65

達成状況

○

0

127
9

12月 2月1月11月

162

✕ 工事の大部分が前期の継続工事であったため、全体的に同じような
結果となった。コンクリート殻やアスファルト・コンクリートが大部分を占
めたが、工事特性によるものであった。

・施工ミスの防止、施工方法検討による産廃の ○
・発生材等の有効利用・転用を図る ○
・電子マニフェスト導入により業務の効率化を図 ○

17
8月

数値目標

0

分別、再資源化とも適切に対応できていた。

20
3月

51 20
4月 5月

6月 7月
4

10月
22 2 5

8月 9月

3 3

114 48
184

2 1 1

上半期は比較的使用量も多かったが、下半期にかけて節水すること
ができ、全体でも基準年より抑制することができた。

11月 12月 1月 2月
31

2

5月
1 2

3月 4月
2 3
1

45 1

取組結果とその評価、次年度の取組内容

取組結果とその評価、次年度の取組内容

127

2
4 3 2 1

0

2

4

6

6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月

水道水（㎥） 2021年

0

50

100

150

200

6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月

産業廃棄物（ｔ） 2021年 2022年

電子マニフェストで適切

に管理しています。

適切に再資源化できるよう、分別の徹底を行いリサ

イクルに繋げています。

節水への注意喚起を行

い、

日頃からの取組を
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環境に配慮した工事の推進

取組紹介欄

課題を解決しチャンスを活かす取組

取組紹介欄

グリーン購入への取組

取組紹介欄

□各事業所の取組紹介

・濁水防止対策の実施、法面緑化工法の推進 ○
○

・資材は環境適応品を推進、生物多様性にも ○
・県産木材の優先使用、発生木材の現場内使 ○
・低騒音・排ガス対応型重機の使用(尿素ＳCR

達成状況 取組結果とその評価、次年度の取組内容

○
・ICT施工への転換 ○
・技能実習生（外国人）の雇用推進 ○

今季より本格始動したICT施工の効果は、まだ数値しては分かりにく
い段階であるが、工期の短縮など肌で感じる効果も出始めている。適
用工事を増やすことでさらなる効果が期待できる。

達成状況 取組結果とその評価、次年度の取組計画
・ワークライフバランス推進企業認証の継続 ○

技能実習生の入社により、労働力だけではなく国際的なコミュニケー
ションの機会を生むことや、相手国（バングラデシュ）に対しても労働
力や知識の創出につながる。※帰国後の起業等

・SDGｓ推進企業認証（達成状況に合わせた設

給排水を同時に行う新工法を採用し、環境に配慮してい

バングラデシュからの技能実習生を受け入れました。

イスラム教への理解や対応で難しい部分もありましたが、

両国の発展の為に努力していきます！

グリーン購入の場合で多くを占めるPCやモニター

等の
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□環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果，並びに違反，訴訟の有無

法的義務を受ける主な環境関連法規制は次の通りです。

空気圧縮機、送風機

浄化槽

□緊急事態対応訓練

緊急事態の想定： 地震の発生
■実施日： ■実施場所：
■参加者： ■実施内容：

■内容： 手順書の変更の必要性□ あり ☑ なし

■実施状況の様子
※BCPとEA21の訓練を併用

□代表者による全体の評価と見直し・指示
実施日：

環境経営方針 ☑ 変更なし □ 変更あり
環境経営目標・計画 ☑ 変更なし □ 変更あり 実績を踏まえて見直すこと
実施体制 ☑ 変更なし □ 変更あり

2023年8月31日

車両の大きさ・重量、乗車の保安基準

適用される事項（施設・物質・事業活動等）

一般廃棄物及び産業廃棄物の保管・排出
道路運送車両法
廃棄物処理法

環境関連法規制等の遵守状況の評価の結果、環境関連法規制等は遵守されていました。

なお、違反、訴訟等も過去３年間ありませんでした。

除害施設

顧客要求事項 環境管理、品質管理　
業務用空調機・冷凍庫・冷蔵庫

空気圧縮機

消防法（危険物）

油類・有害物質の保管

解体工事、建設副産物

危険物の保管
フロン排出抑制法

道路交通法 車両の大きさ・重量、通行制限
道路交通法 車両からの積載物のはみ出し、安全運転管理者等

全現場入場者
2023年4月28日 安田町唐浜現場内

・通報訓練、避難訓練および地震後の状況確認訓練
海岸での工事のため津波避難や、安全確認を同
時に行った。

浄化槽法
水質汚濁法

下水道法

振動規制法
騒音規制法
建設リサイクル法

適用される法規制

前年度は大きな転換期であったが、今年度は更に細かい部分で拡充できた。

①電子保存関連（電子帳簿保存法やインボイス制度等）への対応が完了できた。

②CCUSへの登録が完了し運用も開始した。

③SDGｓに関する取組を進めることができた。
⇩

①役所を含めあらゆる取引先や業務において電子化が進んでいるので、今後もその都度ごとに早急に対応する

よう指示を行った。

②公共工事では今後義務化されることが予想されているため、早めの運用開始を行い慣れておくことが大切だ
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□これまでの環境活動の紹介

交通エコポイント活用社会還元事業「ですかでゴー」への寄付支援

※寄付実績

※毎年CO2削減量100ｔ相当の寄付を行っています
2023年7月 〃
2022年7月 〃

寄付年・月 事業名
2020年7月 交通エコポイント活用社会還元事業

2021年7月 〃

有限会社 西山建設では、交通エコポイント活用社会還元事業の一環として

2020年7月より、継続して当該事業に寄付支援を行っています。
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オフセット・クレジット（J-VER)制度

オフセット・クレジット（J-VER）とは

「オフセット・クレジット(J-VER)」プロジェクトを計画し、環境省による「カーボン・オフセットに用いられ

るVER(Verified Emission Reduction)の認証基準に関する検討会」の議論におけるオフセット・クレ

ジット(J-VER)制度に基づいた妥当性確認・検証等を受けることによって、信頼性の高い「オフセット・

クレジット(J-VER)」プロジェクトとして認証を受け、クレジットが発行される制度です。

オフセット・クレジット(J-VER)の創出は結果的に、国内におけるプロジェクトベースの自主的な排出

削減・吸収の取組を促進することになり、国民運動として進めている「低炭素社会形成」を促す原

2022年施工の唐浜山地災害防止工事においてCO2排出量

の全量にあたる1ｔ-CO2のカーボンオフセットを行いました。

今後も継続して行っていきます。
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BCP・南海トラフ地震対策の取組

建設業BCPの認証、さらにその取組を強化した高知県南海トラフ地震対

策優良取組事業所として、2019年4月より2023年現在まで継続して５つ

星認定を受けています。

ICT施工の推進を行っています。現在は外注に頼らない内製化への転換

中で、 一貫して自社で施工する体制を整えています。
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